
働き方改革の推進（その２）

１. 働き方改革の推進に係る現状等について

２． 医師事務作業補助体制加算について

３． 手術・処置の時間外等加算について

４． 医療機関における薬剤師業務に係る評価について

５． 特定行為研修修了者の活用について

６． 看護職員の処遇改善と負担軽減について

７． ICTの活用について

８． 地域医療体制確保加算について

９． 論点
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○ 当直等の負担軽減を図る観点から、勤務環境に特に配慮を要する領域への対応として、手術・処置の休
日・時間外・深夜加算の要件等の見直し（平成26年度改定）を実施した。また、平成28年度改定において、予定

手術前の当直の免除の要件について、勤務医負担軽減の取組を広げるため、病院全体で届出する場合に限っ
て、予定手術の前日における当直等の日数の上限を、規模に応じて緩和を行った。

(1)休日加算1 所定点数の100分の160に相当する点数
(2)～（4）（略）
・勤務医負担軽減等の実施に係る施設基準に適合しているものとして届け出た保険医療機関にて、緊急のための休日等における対象患者に対する手術等を評

価。
（対象患者）

次に掲げる入院中の患者以外の患者に対する手術。ただし、手術が保険医療機関等の都合により休日等に行われた場合は算定できない。
ア～イ（略）
（主な施設基準）
１～３（略）
４ 医師の負担軽減及び処遇の改善に資する体制として次の体制を整備していること。
(1)当該保険医療機関内に医師の負担軽減等に関して提言するための責任者が配置されていること。(2)～(7)（略）
５ 静脈採血、静脈注射及び留置針によるルート確保について次のいずれも実施していること。(1)~(2)（略）
６ 当該加算を算定している全ての診療科において、予定手術前日における医師の当直や夜勤に対する配慮として、次のいずれも実施していること。
(1)略
(2)当該加算を算定している全ての診療科において予定手術に係る術者及び第一助手について、その手術の前日の夜勤時間帯（午後10 時から翌日の午前５
時までをいう。以下、同様とする。）に当直、夜勤及び緊急呼出し当番（以下「当直等」という。）を行っている者があるか確認し、当直等を行った者が
ある場合は、該当する手術と当直等を行った日の一覧を作成していること。また、当該記録について、毎年１月から12 月までのものを作成し、少なくと
も５年間保管していること。
(3) (2)の当直等を行った日が届出を行っている診療科全体で年間12日以内（ただし、当直医師を毎日６人以上（集中治療室等に勤務する医師を除く。）
配置する保険医療機関が、全ての診療科について届出を行う場合にあっては年間24日以内）であること。ただし、緊急呼び出し当番を行う者について、当
番日の夜勤時間帯に当該保険医療機関内で診療を行わなかった場合は、翌日の予定手術に係る術者及び第一助手となっていても、当該日数には数えない。
７ 当該加算を算定する全ての診療科において、次のいずれかを実施していること。

(1)交替勤務制を導入しており、以下のアからキまでのいずれも実施していること。
ア～キ（略）

(2)チーム制を導入しており、以下のアからカまでのいずれも実施していること。
ア～カ（略）

(3)医師が時間外、休日又は深夜の手術等を行った場合の手当て等を支給しており、以下のア又はイのいずれかを実施するとともに実施内容について就業
規則に記載を行い、その写しを地方厚生（支）局長に届け出ていること。後略しており、以下のアからカまでのいずれも実施していること。

ア～イ（略）
８～９（略）

手術・処置の休日・時間外・深夜加算について
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 予定手術前の当直の免除の要件について、勤務医負担軽減の取組を広げるため、病院全体で届出する場
合に限って、予定手術の前日における当直等の日数の上限を、規模に応じて緩和を行う。

 現行では、算定している診療科の合計で年間12日以内であるところ、 毎日の当直人数が6人以上であっ
て、病院全体で届出を実施している保険医療機関においては年間24日以内とする。

現行

（２）当該加算を算定している全ての診療科において予
定手術に係る術者及び第一助手について、その手術の前
日の夜勤時間帯（午後10時から翌日の午前５時までをい
う。以下、同様とする。）に当直、夜勤及び緊急呼び出
し当番（以下、「当直等」という。）を行っている者が
あるか確認し、当直等を行った者がある場合は、該当す
る手術と当直等を行った日の一覧を作成していること。

（３）（２）の当直等を行った日が年間12日以内である
こと。ただし、緊急呼び出し当番を行う者について、当
番日の夜勤時間帯に当該保険医療機関内で診療を行わな
かった場合は、翌日の予定手術に係る術者及び第一助手
となっていても、当該日数には数えない。

改定後

（２） 従前通り

（３）（２）の当直等を行った日が届出を行っている診
療科全体で年間12日以内（ただし、当直医師を毎日６人
以上（集中治療室等に勤務する医師を除く。）配置する
保険医療機関が、全ての診療科について届出を行う場合
にあっては年間24日以内）であること。ただし、緊急呼
び出し当番を行う者について、当番日の夜勤時間帯に当
該保険医療機関内で診療を行わなかった場合は、翌日の
予定手術に係る術者及び第一助手となっていても、当該
日数には数えない。

医療従事者の負担軽減・人材確保について⑨

平成28年度診療報酬改定
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手術・処置の休日・時間外・深夜加算の施設基準の見直し



「予定手術前の当直への配慮」のイメージ

① 通常の体制（配慮を行わない場合 ）

当直後十分な
休息時間を持てない

予定手術

当直業務 通常業務

外来 入院外来 緊急入院

緊急手術

（準夜・深夜） （日勤）（日勤）

通常業務

通常業務へ悪い影
響を与える

予定手術に余裕を
持って対応可能とす
る。

「予定手術前の当直」に組み込まない

予定手術

通常業務

外来 入院

（準夜・深夜） （日勤）（日勤）

通常業務 当直に組み込まない

② 配慮を行う場合

十分な休息が可能

中医協 総－１（抜粋）

２ ５ ． 1 ２ ． ６
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○ 加算を算定している施設においては、算定していない施設に比べて負担軽減や処遇改善の効果が見られる。

手術・処置の時間外等加算の効果について

出典：平成26年度検証部会調査（チーム医療；医師票）

（n=157） （n=1497）

0

5

10

15

20

改善した どちらかというと改善した

勤務状況の変化

休日・時間外・深夜加算あり群 休日・時間外・深夜加算なし群
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勤務環境に特に配慮を要する領域について
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○ 診療科で実施されている医師の負担軽減策に係る状況以下の通り（施設票）。

【出典】令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（令和３年度）「医療従事者の負担軽減、医師等の働き方改革の推進に係る評価等に関する実施状況調査」（施設票）

診療科で実施している医師の負担軽減策（複数回答）（病床規模別）（施設票）

4 1 . 9  

3 . 2  

0 . 0  

7 . 5  

19 . 4  

10 . 8  

2 3 . 7  

3 1 . 2  

2 9 . 0  

5 . 4  

1 . 1  

15 . 1  

6 . 5  

5 6 . 1  

14 . 0  

0 . 0  

6 . 1  

2 6 . 3  

13 . 2  

3 5 . 1  

3 6 . 8  

3 3 . 3  

19 . 3  

19 . 3  

2 9 . 8  

11 . 4  

5 3 . 4  

19 . 5  

5 8 . 6  

2 7 . 8  

4 2 . 9  

2 9 . 3  

6 7 . 7  

4 3 . 6  

3 8 . 3  

3 2 . 3  

3 3 . 8  

3 8 . 3  

18 . 0  

4 3 . 7  

3 4 . 1  

7 2 . 6  

4 8 . 1  

5 0 . 4  

2 0 . 7  

6 3 . 7  

3 6 . 3  

4 3 . 0  

3 6 . 3  

4 4 . 4  

4 3 . 7  

14 . 1  

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 10 0 %

医師の増員

外来提供体制の縮小

初診時選定療養費の導入

適正受診に関する患者・住民へ

の周知・啓発

複数主治医制の導入

勤務間インターバルの導入

当直翌日の業務内容の軽減（当

直翌日の休日を含む）

時間外・休日・深夜に特定の医師

に負担が集中しないよう な体制

の整備

患者・家族への病状説明を診療

時間内に限定（緊急時を除く ）

予定手術前日の当直の免除

医師業務の特定行為研修修了者

である看護師と の分担

医師業務の看護師（「11）」に示

す看護師を除く ）と の分担

救急外来において、医師が予め

患者の範囲を示して、事前の指

示や事前に取り決めたプロト

コールに基づく 、看護師による

血液検査オーダー入力・採血・検

査の実施

9 9 床以下 n = 9 3 10 0 ～19 9  床 n = 114 2 0 0 ～3 9 9 床 n = 13 3 4 0 0 床以上 n = 13 5

8 . 6  

12 . 9  

15 . 1  

3 0 . 1  

12 . 9  

19 . 4  

2 8 . 0  

18 . 3  

1 . 1  

12 . 9  

7 . 5  

4 1 . 9  

7 . 5  

1 . 8  

16 . 7  

18 . 4  

3 3 . 3  

5 5 . 3  

2 1 . 9  

2 4 . 6  

4 0 . 4  

4 4 . 7  

1 . 8  

2 8 . 1  

6 . 1  

3 8 . 6  

7 . 0  

2 7 . 1  

2 1 . 8  

2 0 . 3  

4 2 . 1  

8 1 . 2  

2 9 . 3  

2 1 . 8  

4 2 . 1  

7 2 . 2  

18 . 0  

5 4 . 1  

2 1 . 1  

4 5 . 1  

3 . 0  

3 2 . 6  

2 5 . 9  

2 8 . 9  

4 3 . 7  

8 3 . 0  

3 7 . 0  

17 . 8  

4 5 . 2  

8 4 . 4  

3 6 . 3  

5 9 . 3  

19 . 3  

5 4 . 8  

3 . 0  

0 % 2 0 % 4 0 % 6 0 % 8 0 % 10 0 %

医師業務の助産師と の分担

薬剤師による事前に取り決め

たプロトコールに沿って、処方

さ れた薬剤の変更

薬剤師による外来診察時（前

後の場合も 含む）の患者の服

薬状況、副作用等に関する情

報収集と 医師への情報提供

医師事務作業補助者の病棟へ

の配置

医師事務作業補助者の外来へ

の配置

I CTを活用した業務の見直し・

省力化

医師が出席する会議の開催回

数の削減

医師が出席する会議の所定就

業時間内での開催（開始時刻

の前倒し等）

院内保育所の設置

院内助産又は助産師外来の開

設

「役割分担推進のための委員

会」への年に１回の管理者の出

席

時間外・休日・深夜における手

術・10 0 0 点以上の処置の実

施に係る医師（術者又は第一

助手）の手当支給

採血、静脈注射及び留置針に

よるルート確保について、原

則と して医師以外が実施して

いること （新生児を除く 。）

無回答



勤務環境に特に配慮を要する領域について

36【出典】令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（令和３年度）「医療従事者の負担軽減、医師等の働き方改革の推進に係る評価等に関する実施状況調査」（施設票）

3 3 . 9  

6 . 3  

9 . 8  

3 . 6  

10 . 7  

2 4 . 1  

6 . 3  

2 2 . 3  

17 . 0  

0 . 9  

3 6 . 6  

3 2 . 4  

3 . 9  

4 . 9  

6 . 4  

2 1 . 6  

2 1 . 6  

11 . 3  

16 . 7  

8 . 3  

0 . 5  

3 8 . 7  

3 6 . 3  

8 . 9  

8 . 9  

6 . 2  

3 1 . 5  

3 2 . 2  

2 4 . 3  

18 . 2  

8 . 2  

4 . 8  

3 7 . 3  

2 4 . 2  

4 . 0  

5 . 4  

7 . 0  

3 2 . 9  

4 8 . 3  

15 . 1  

15 . 8  

3 . 7  

3 . 4  

3 4 . 2  

0 % 10 0 %

医師の増員

勤務間インターバルの導入

外来提供体制の短縮

予定手術前の当直の免除

当直翌日の業務内容の軽減

（当直翌日の休日を含む）

複数主治医制の実施

医師業務の特定行為研修修

了者である看護師と の分担

医師業務の看護師（7 ）に示

す看護師を除く ）と の分担

救急外来において、医師が

予め患者の範囲を示し…

医師業務の助産師と の分担

薬剤師による処方提案等

9 9 床以下 n = 112

10 0 ～19 9 床 n = 2 0 4

2 0 0 ～3 9 9 床 n = 2 9 2

4 0 0 床以上 n = 2 9 8

救急外来において、医師が予め患者の範

囲を示して、事前の指示や事前に取り決

めたプロトコールに基づく 、看護師によ

る血液検査オーダー入力・採血・検査の

4 3 . 8  

18 . 8  

2 8 . 6  

2 8 . 6  

3 1 . 3  

16 . 1  

12 . 5  

4 . 5  

6 2 . 5  

12 . 5  

5 3 . 9  

14 . 7  

2 0 . 6  

3 8 . 2  

4 6 . 1  

17 . 2  

8 . 8  

6 . 9  

5 6 . 4  

9 . 3  

5 0 . 3  

19 . 5  

2 3 . 6  

3 4 . 6  

5 0 . 7  

2 0 . 9  

11 . 3  

11 . 3  

5 2 . 4  

5 . 5  

4 9 . 7  

10 . 7  

15 . 8  

3 5 . 6  

5 6 . 7  

2 2 . 5  

13 . 4  

13 . 1  

5 2 . 3  

6 . 4  

0 % 10 0 %

薬剤師による投薬に係る入

院患者への説明

薬剤師による事前に取り決

めたプロトコールに沿って、

処方さ れた薬剤の変更

薬剤師による外来診察時

（前後の場合も 含む）の患者

の服薬状況、副作用等に…

医師事務作業補助者の病棟

への配置・増員

医師事務作業補助者の外来

への配置・増員

医師が出席する会議の開催

方法の見直し

I CTを活用した業務の見直

し・省力化

時間外・休日・深夜における

手術・10 0 0 点以上の処置

の実施に係る医師（術者…

採血、静脈注射及び留置針

によるルート確保につい

て、原則と して医師以外…

無回答

9 9 床以下 n = 112

10 0 ～19 9 床 n = 2 0 4

2 0 0 ～3 9 9 床 n = 2 9 2

4 0 0 床以上 n = 2 9 8

薬剤師による外来診察時（前後の

場合も 含む）の患者の服薬状況、副

作用等に関する情報収集と 医師へ

の情報提供

時間外・休日・深夜における手術・

10 0 0 点以上の処置の実施に係る医

師（術者又は第一助手）の手当支給

採血、静脈注射及び留置針による

ルート確保について、原則と して医師

以外が実施していること （新生児を 除

く 。）

診療科で実施している医師の負担軽減策（複数回答）（病床規模別）（医師票）

○ 診療科で実施している医師の負担軽減策に係る状況は以下の通り（医師票）。



出典：保険局医療課調べ（各年7月1日）

○ 手術・処置の休日・時間外・深夜加算について、平成28年度に見直しが行われたが、届出医療機関数は
横ばいであり、令和２年の病床規模別医療機関の内訳は以下のとおり。

330 331 328 319 322 323

H27 H28 H29 H30 R1 R2

手術 休日加算算定医療機関数

200床未満
30%

200床以上

400床未満
30%

400床以上
40%

R2 病床規模別

手術休日加算算定医療機関数

※ 一部、病床数データが確認出来なかった病院を除外して集計

手術・処置の休日・時間外・深夜加算の届出医療機関数について
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手術・処置の休日・時間外・深夜加算の施設基準における予定手術前日当直等日数について

38

○ 現行の施設基準においては、施設における当直人数によって、平均の予定手術の前日における当直等の日数には大きな
開きがある。

当直を行う医師数（人） 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

予定手術の前日における当直等の日
数の上限が12日以内

左記上限の際の当該当直日数の平均（日） 12 6 4 3 2.4 2 1.7 1.5 1.3 1.2
左記上限の場合の最大個人負担可能性（日） 12 12 12 12 12 12 12 12 12 12

予定手術の前日における当直等の日
数の上限が24日以内

左記上限の際の当該当直日数の平均（日） - - - - - 4 3.4 3 2.7 2.4
左記上限の場合の最大個人負担可能性（日） - - - - - 24 24 24 24 24

0

2

4

6

8

10

12

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10

日
数

当直医師人数

手術・処置の休日・時間外・深夜加算の算定施設における、

当直医師数から想定される日数の上限における平均個人負担

予定手術の前日における当直等の日数の上限が12日以内左記上限の際の当該当直日数の平均（日）

予定手術の前日における当直等の日数の上限が24日以内左記上限の際の当該当直日数の平均（日）



勤務環境に特に配慮を要する領域について
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調査数 
令和３年 6 月 

平均値 

全体 n=373 0.9 

99 床以下 n=60 0.4 

100 床～199 床以下 n=89 0.2 

200 床～399 床以下 n=112 0.9 

400 床以上 n=110 1.8 

○ 特に規模の大きい施設において、一定の連続当直の実態が認められた。

【出典】令和２年度診療報酬改定の結果検証に係る特別調査（令和３年度）「医療従事者の負担軽減、医師等の働き方改革の推進に係る評価等に関する実施状況調査」（施設票）



手術・処置の時間外等加算に係る課題（小括）

 平成26年改定において、勤務医負担軽減及び処遇の改善を行う観点から、勤務医負担軽減の体
制整備や時間外手当の支給を要件とした「手術・処置の時間外等加算１」を新設した。

 当該加算については、６割以上が、また当該加算の要件である「予定手術前の当直免除」、「当直
翌日の通常業務に係る配慮」、「交替勤務制の実施」のについては、半数以上が「効果があった」
又は「どちらかといえば効果があった」と回答している。

 「予定手術前の当直の免除」の要件については、予定手術の前日における当直等の日数が、算
定診療科の合計で年間12日以内である必要があるが、施設基準を満たすために、加算を算定す

る診療科を限定する傾向がみられ、特に大規模な医療機関において、病院全体に取組を広げに
くいとの声を踏まえ、毎日の当直人数が6人以上であって、病院全体で届出を実施している保険
医療機関においては年間24日以内とする要件緩和が平成28年度改定において行われた。

 手術・処置の休日・時間外・深夜加算について、平成28年度に見直しが行われたが、算定医療機
関数は横ばいである。

 現行の施設基準においては、施設における個々人の負担に偏りが生じている可能性がある。
 特に規模の大きい施設において、一定の連続当直の実態が認められた。
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